
 別紙第１  

 報　　　　　　　　告 

 　 地方公務員法に基づく 人事委員会の給与勧告制度は、 公務員が憲法で保障さ れた労 

 働基本権の制約を受けている こ と への代償措置と し て、 社会一般の情勢に適応し た適 

 正な給与を 確保する 機能を有する も のである 。  

 　 勧告に当たっ ては、 経済・ 雇用情勢等を 反映し て決定さ れる 民間の給与について調 

 査を行い、 公民の給与を 精確に比較し たう えで、 職員の給与水準を民間の給与水準と  

 均衡さ せる こ と を基本と し ている 。  

 　 本委員会は、 昨年の給与勧告後も 引き 続き 、 第三者機関と し て公正かつ中立な立場 

 に立っ て、 職員給与及び民間給与の実態その他職員の給与決定に関する 諸条件につい 

 て調査、 研究を 行っ てき た。  

 　 その結果の概要は、 次のと おり である 。  

 １　職員給与の状況 

 　 本委員会は、 本市職員（ 単純な労務に従事する 職員、 企業職員及び会計年度任用 

 職員を 除く 。 以下同じ 。 ） の本年４ 月における 給与の支給状況を把握する ため、  

 「 令和７ 年札幌市職員給与実態調査」 を 実施し た。  

 　 本市職員は、 従事する 職務の種類に応じ て、 行政職、 消防職、 医師職等の５ 種６  

 給料表の適用を受けており 、 こ れら の職員の給与等の概要は、 第１ 表に示すと おり  

 である 。  

 （ 参考資料 １  職員給与関係資料 参照）  

 第１ 表　 本市職員の給与等の概要 

 項　 　 目  本 市 職 員 
 行　 政　 職 

 職　 員　 数  16, 965人  8, 048人 

 平 均 年 齢  39. 9歳  39. 4歳 

 平均勤続年数  15. 4年  15. 3年 

 平均 

 給与 

 月額 

 給　 　 料  338, 365円  314, 814円 

 扶養手当  9, 195円  8, 584円 

 地域手当  10, 843円  10, 097円 

 住居手当  8, 151円  8, 870円 

 管理職手当  6, 788円  8, 010円 

 そ の 他  7, 720円  7, 326円 

 合　 　 計  381, 062円  357, 701円 
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 ２　民間給与の状況 

 　   ⑴　職種別民間給与実態調査 

 　 本委員会は、 職員の給与と 市内民間事業所の従業員の給与と の比較を行う た 

 め、 人事院、 北海道人事委員会等と 共同し て、 企業規模50人以上で、 かつ、 事業 

 所規模50人以上の市内民間事業所834事業所のう ちから 層化無作為抽出法によ っ  

 て抽出し た167事業所を 対象に「 令和７ 年職種別民間給与実態調査」 を 実施し  

 た。  

 　 こ の調査では、 公務と 類似する と 認めら れる 76職種の職務に従事する 者につい 

 て、 給与改定や賃金カッ ト 等の状況にかかわら ず、 本年４ 月分と し て個々の従業 

 員に実際に支払われた給与月額等を調査する と と も に、 給与改定の状況等を調査 

 し ている 。 ま た、 昨年８ 月から 本年７ 月ま での賞与等の特別給の支給状況につい 

 ても 調査し ている 。  

 　 なお、 後記３ のと おり 、 公民給与の比較方法の見直し を行う こ と から 、 令和７  

 年の職員の給与と 民間給与と の比較に用いる 民間の調査結果は、 企業規模100人 

 以上の事業所における も のと する 。  

 　   ⑵　給与改定の状況 

 　 市内民間事業所における 給与改定の状況を調査し た結果は、 第２ 表に示すと お 

 り である 。 係員についてベース アッ プを実施し た事業所の割合は61. 4％（ 昨年 

 58. 3％） と なっ ており 、 昨年に比べて3. 1ポイ ント 増加し ている 。  

 　 ま た、 定期昇給の実施状況を調査し た結果は、 第３ 表に示すと おり である 。 係 

 員について定期昇給を実施し た事業所の割合は91. 4％（ 昨年88. 2％） と なってい 

 る 。 昇給額については、 昨年よ り 増額と なっている 事業所の割合は32. 7％（ 昨年 

 30. 3％） と なっ ており 、 昨年に比べて2. 4ポイ ント 増加し ている 。  

 （ 参考資料 ２  民間給与関係資料 参照）  

 第２ 表　 民間における 給与改定の実施状況 

 項目 

 役職段階 

 ベース アッ プ実施  ベース アッ プ中止  ベース ダウ ン 
 ベース 改定の 

 慣行なし  

 係　 員 

 ％ 

 61. 4（ 58. 3） 　  

 ％ 

 2. 2（ 0. 0） 　  

 ％ 

 0. 0（ 0. 0） 　  

 ％ 

 36. 4（ 41. 7） 　  

 課長級  51. 5（ 48. 9） 　   2. 2（ 0. 0） 　   0. 0（ 0. 0） 　   46. 3（ 51. 1） 　  
 ( 注) １ 　 ベース 改定の慣行の有無が不明及びベース 改定の実施が未定の事業所を 除いて集計し た。  

 　 　 ２ 　 企業規模100人以上、 かつ、 事業所規模50人以上の事業所を 対象と し て集計し たも のである （ 次表において 

 　 　 　 同じ 。 ） 。  

 　 　 ３ 　 小数点以下第２ 位を 四捨五入し ている ため、 割合の合計が100になら ない場合がある （ 次表において同 

 　 　 　 じ 。 ） 。  

 　 　 ４ 　 （ 　 ） 内は、 昨年の数値である （ 次表において同じ 。 ） 。  
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 第３ 表　 民間における 定期昇給の実施状況 

 項　 目 

 役職段階 

 定期昇給 

 制度あり  

 定期昇給 

 制度なし  
 定期昇給 

 実　 施 

 定期昇給 

 中　 止  増額  減額  変化なし  

 係　 員 

 ％ 

 91. 4 

 （ 88. 2）  

 ％ 

 91. 4 

 （ 88. 2）  

 ％ 

 32. 7 

 （ 30. 3）  

 ％ 

 4. 2 

 （ 0. 0）  

 ％ 

 54. 5 

 （ 58. 0）  

 ％ 

 0. 0 

 （ 0. 0）  

 ％ 

 8. 6 

 （ 11. 8）  

 課長級 
 80. 5 

 （ 75. 6）  

 80. 5 

 （ 75. 6）  

 28. 7 

 （ 21. 4）  

 3. 2 

 （ 0. 4）  

 48. 5 

 （ 53. 7）  

 0. 0 

 （ 0. 0）  

 19. 5 

 （ 24. 4）  

 ( 注) 　 定期昇給の有無が不明、 定期昇給の実施が未定及びベース 改定と 定期昇給を分離する こ と ができ ない事業所を  

 　 　 除いて集計し た。  

 ３　職員給与と民間給与との比較 

 　 本委員会の給与勧告に当たっ ては、 「 札幌市職員給与実態調査」 及び「 職種別民 

 間給与実態調査」 の結果に基づき 、 職員の給与と 民間給与と の比較を行ってき た。  

 　 本年の人事院勧告において、 人事行政諮問会議の最終提言を 踏ま え、 行政課題の 

 複雑化・ 多様化、 今日の激し い人材獲得競争を前提と すれば、 公務の職務・ 職責を 

 重視し 、 よ り 規模の大き な企業と 比較する 必要がある と し て、 比較対象企業規模を 

 「 50人以上」 から 「 100人以上」 に引き 上げる こ と と さ れた。  

 　 本市においても 、 人材確保競争が激化し 職員の採用を取り 巻く 環境が厳し さ を 増 

 す中、 複雑・ 多様化する 市民ニーズに対応し 、 有為かつ多様な人材を確保し ていく  

 ため、 給与面での魅力向上を図る 観点から 、 人事院の官民比較方法の見直し 内容を 

 踏ま え、 比較対象企業規模を従来の50人以上から 100人以上に見直すこ と と し た。  

 　 見直し 後の比較結果は、 次のと おり である 。  

 　   ⑴　月例給 

 　 本年の民間の賃金の改定動向を みる と 、 ベース アッ プを実施し た事業所の割合 

 は昨年に引き 続き 増加し ている 。 ま た、 定期昇給を 実施し た事業所及び定期昇給 

 額が増額と なっ た事業所の割合はと も に昨年に比べて増加し ている 。  

 　 こ のよ う な情勢のも と 、 職員（ 定年前再任用短時間勤務職員、 暫定再任用職員 

 及び札幌市職員給与条例附則第10項によ り 給料月額が決定さ れる 職員を除く 。 ）  

 にあっ ては一般行政職員（ 一般事務・ 技術職員） 、 民間にあってはこ れに相当す 

 る 事務・ 技術関係職種の者の給与について、 職務の種類、 責任の度合、 学歴、 年 

 齢の給与決定要素を 同じ く する と 認めら れる 者同士を比較し 、 その較差を 総合す 

 る 方法によ り 公民較差を 算出し た。  

 　 その結果、 本年４ 月現在における 民間給与及び職員給与は、 第４ 表に示すと お 

 り であり 、 民間給与が職員給与を 11, 958円（ 3. 29％） 上回っ ている こ と が認めら  

 れた。  
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 第４ 表　 公民給与の較差 

 民間給与( A)   職員給与( B)   公民較差( A) －( B)  

 375, 449円  363, 491円  11, 958円（ 3. 29％）  

 ( 注) 　 民間従業員、 職員と も に、 本年度の新規学卒の採用者は含ま れていない。  

 　 

 　⑵　特別給 

 　 昨年８ 月から 本年７ 月ま での１ 年間において市内民間事業所で支払われた賞与 

 等の特別給は、 第５ 表に示すと おり 所定内給与月額の4. 66月分に相当し ており 、  

 職員の期末手当及び勤勉手当の現行の平均年間支給月数を上回っ ている 。  

 第５ 表　 民間における 特別給の支給状況 

 所定内給与月額 
 下半期　 　  （ A1）   387, 153　 円 

 上半期　 　  （ A2）   378, 027  円 

 特別給の支給額 
 下半期　 　  （ B1）   851, 430  円 

 上半期　 　  （ B2）   928, 301  円 

 特別給の支給割合 

 下半期　 （ B1/A1）   2. 20　  月分 

 上半期　 （ B2/A2）   2. 46　  月分 

 計  4. 66　  月分 

 ( 参考) 　 職員の期末・ 勤勉手当の平均年間支給月数  4. 60　  月分 

 ( 注) 　 下半期と は令和６ 年８ 月から 令和７ 年１ 月ま で、 上半期と は同年２ 月から ７ 月ま での期間を いう 。  

 ４　国家公務員給与との比較 

 　 総務省の「 令和６ 年地方公務員給与実態調査」 によ る と 、 令和６ 年４ 月における  

 国家公務員の行政職俸給表( 一) 適用職員の俸給月額と こ れに相当する 本市職員の給 

 料月額を 、 学歴別、 経験年数別に区分し た国家公務員の職員構成を 用いて比較し 、  

 国家公務員を 100と し て算出し たラ ス パイ レ ス 指数は、 99. 2と なっ ている 。  

 ５　物価及び生計費 

 　 総務省統計局によ る 本年４ 月の消費者物価指数は、 昨年４ 月と 比べて、 全国では 

 3. 6％、 札幌市では3. 8％上昇し ている 。  

 　 ま た、 同局の家計調査における 本年４ 月の２ 人以上の世帯の平均消費支出は、 札 

 幌市では296, 020円（ 世帯人員平均2. 78人、 世帯主年齢平均58. 7歳） と なってい 

 る 。  

 （ 参考資料 ３  労働経済関係資料 参照）  
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 ６　人事院勧告・報告の要旨 

 　   人事院は、 本年８ 月７ 日、 国会及び内閣に対し 、 一般職の職員の給与等について 

 勧告・ 報告を 行っ た。 その概要は次のと おり である 。  
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 ７　給与改定の考え方 

 　 本市職員の給与の実態、 給与決定の基礎的な諸条件と し て地方公務員法に定める  

 民間給与の実態及び生計費等の状況並びに人事院勧告の概要は、 先に述べたと おり  

 である 。  

 　 ま た、 前述のと おり 、 職員の給与と 民間給与について比較を 行っ た結果、 月例給 

 では、 本年４ 月現在で民間給与が職員給与を 11, 958円（ 3. 29％） 上回っ ており 、 特 

 別給では、 民間の年間支給割合が職員の期末手当及び勤勉手当の現行の平均年間支 

 給月数を 上回っている こ と が認めら れた。  

 　 本委員会では、 こ のよ う な情勢を 総合的に勘案し た結果、 本市職員の給与につい 

 て、 以下のと おり 措置する 必要がある と 考える 。 なお、 こ れによ り 職員の平均年間 

 給与は約21. 7万円増加する こ と と なる 。  

 　 ⑴  　月例給 

 　 公民較差等を 考慮し 、 基本的な給与である 給料等を引き 上げる 必要がある 。  

 　 　   ア　給料表 

 　 　 　   (ｱ) 行政職給料表 

 　 行政職給料表については、 民間における 水準、 人事院勧告の内容等を考慮 

 し 、 若年層に重点を 置き つつ、 その他の職員も 昨年を上回る 改定を行う 必要 

 がある 。  

 　 こ の改定は、 令和７ 年４ 月１ 日に遡及し て実施する こ と が適当である 。  

 　 　 　   (ｲ) 行政職給料表以外の給料表 

 　 消防職給料表については、 行政職給料表と の均衡を考慮し て改定を 行う 必 

 要がある 。  

 　 医師職給料表、 教育職給料表（ 高校・ 特別支援） 及び教育職給料表（ 小・  

 中・ 幼稚園） については、 人事院勧告の内容を 踏ま えて改定を行う 必要があ 

 る 。  

 　 特定任期付職員に適用さ れる 給料表については、 人事院勧告の内容に準じ  

 て改定を行う 必要がある 。  

 　 こ れら の改定は、 令和７ 年４ 月１ 日に遡及し て実施する こ と が適当であ 

 る 。  

 　 　   イ　諸手当 

 　 　 　   (ｱ) 初任給調整手当 

 　 医師に支給さ れる 初任給調整手当の限度額については、 人事院勧告の内容 

 に準じ て改定を 行う 必要がある 。  

 　 こ の改定は、 令和７ 年４ 月１ 日に遡及し て実施する こ と が適当である 。  
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 　 　 　   (ｲ) 地域手当 

 　 国においては、 令和６ 年人事院勧告に基づき 、 地域の民間賃金の状況を 国 

 家公務員給与に反映さ せる よ う 、 全国の地域手当の支給割合を見直し 、 段階 

 的に引上げ又は引下げを 行っ ている と こ ろである 。 そのよ う な中、 本年の人 

 事院勧告において、 令和８ 年４ 月１ 日から 、 札幌市に勤務する 国家公務員の 

 地域手当の支給割合を３ ％から ４ ％へ引き 上げる こ と と さ れたが、 国では、  

 支給割合が引き 上げら れる 地域に勤務する 職員がいる 一方、 引き 下げら れる  

 地域に勤務する 職員も 存在する こ と から 、 令和８ 年４ 月１ 日時点での公務全 

 体の給与水準は変わら ない。  

 　 一方、 本市においては、 こ れま で地域手当の支給割合を国に準じ て設定し  

 てき ている が、 国と 同様に、 令和８ 年４ 月１ 日に支給割合を 引き 上げた場 

 合、 支給割合を 引き 下げる べき 職員がいないため、 それに相当する 分、 公務 

 の給与水準が上昇し 、 民間の給与水準を上回る 可能性がある 。  

 　 そこ で、 引上げの実施時期については、 国と 本市の状況の相違のほか、 本 

 年の本市の公民較差が相当程度生じ ている こ と 等を 総合的に考慮し 、 本年の 

 公民較差を 解消する ための措置の一つと し て、 令和７ 年４ 月１ 日に遡及し て 

 地域手当の支給割合を４ ％に引き 上げる こ と が適当である 。  

 　 　 　   (ｳ) 通勤手当 

 　　　　ａ　交通用具使用者に対する通勤手当 

 　 人事院は、 自動車等使用者に対する 通勤手当について、 民間の同種手当 

 の支給状況等を踏ま え、 支給額を引き 上げる と と も に、 距離区分の上限を 

 「 100㎞以上」 と し て「 60㎞以上」 の部分に新たな距離区分を設ける ほ 

 か、 １ か月当たり 5, 000円を上限と する 駐車場等の利用に対する 通勤手当 

 を新設する こ と と し た。  

 　 本市においても 、 人事院勧告の内容を 踏ま えて措置する こ と を基本と す 

 る 。 具体的には、 交通用具使用者に対する 通勤手当について、 市内民間事 

 業所の同種手当の支給状況等を 考慮し 、 支給額を 第６ 表のと おり 引き 上げ 

 る と と も に、 距離区分の上限を 「 100km以上」 と し て「 60km以上」 の部分 

 に新たな距離区分を設け、 その手当額を 第７ 表のと おり と する 必要があ 

 る 。 ま た、 １ か月当たり 5, 000円を 上限と する 駐車場等の利用に対する 通 

 勤手当を 新設する 必要がある 。  

 　 交通用具使用者に対する 通勤手当の支給額の引上げは令和７ 年４ 月１ 日 

 に遡及し て実施し 、 新たな距離区分の創設及び駐車場等の利用に対する 通 

 勤手当の新設は令和８ 年４ 月１ 日から 実施する こ と が適当である 。  
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 第６ 表　 改定後の本市職員の交通用具使用者に対する 通勤手当額（ 令和７  

 　 　 　 年４ 月適用）  

 使用距離区分別手当月額 

 距離区分 

 （ 片　 道）  
 ５ ㎞未満 

 ５ ㎞以上 

 10㎞未満 

 10㎞以上 

 15㎞未満 

 15㎞以上 

 20㎞未満 

 20㎞以上 

 25㎞未満 

 25㎞以上 

 30㎞未満 

 手当月額  2, 500円  4, 700円  7, 800円  10, 900円  14, 000円  17, 100円 

 距離区分 

 （ 片　 道）  

 30㎞以上 

 35㎞未満 

 35㎞以上 

 40㎞未満 

 40㎞以上 

 45㎞未満 

 45㎞以上 

 50㎞未満 

 50㎞以上 

 55㎞未満 

 55㎞以上 

 60㎞未満 

 手当月額  20, 200円  23, 300円  26, 400円  29, 600円  32, 800円  36, 000円 

 距離区分 

 （ 片　 道）  
 60㎞以上 

 手当月額  39, 200円 

 第７ 表　 改定後の本市職員の交通用具使用者に対する 通勤手当額（ 令和８  

 　 　 　 年４ 月適用）  

 使用距離区分別手当月額 

 距離区分 

 （ 片　 道）  
 ５ ㎞未満 

 ５ ㎞以上 

 10㎞未満 

 10㎞以上 

 15㎞未満 

 15㎞以上 

 20㎞未満 

 20㎞以上 

 25㎞未満 

 25㎞以上 

 30㎞未満 

 手当月額  2, 500円  4, 700円  7, 800円  10, 900円  14, 000円  17, 100円 

 距離区分 

 （ 片　 道）  

 30㎞以上 

 35㎞未満 

 35㎞以上 

 40㎞未満 

 40㎞以上 

 45㎞未満 

 45㎞以上 

 50㎞未満 

 50㎞以上 

 55㎞未満 

 55㎞以上 

 60㎞未満 

 手当月額  20, 200円  23, 300円  26, 400円  29, 600円  32, 800円  36, 000円 

 距離区分 

 （ 片　 道）  

 60㎞以上 

 65㎞未満 

 65㎞以上 

 70㎞未満 

 70㎞以上 

 75㎞未満 

 75㎞以上 

 80㎞未満 

 80㎞以上 

 85㎞未満 

 85㎞以上 

 90㎞未満 

 手当月額  39, 200円  42, 700円  46, 200円  49, 700円  53, 200円  56, 700円 

 距離区分 

 （ 片　 道）  

 90㎞以上 

 95㎞未満 

 95㎞以上 

 100㎞未満 
 100㎞以上 

 手当月額  60, 100円  63, 500円  66, 900円 

 　　　　ｂ　月の途中に採用された職員等の通勤手当 

 　 本年の人事院勧告において、 人材確保の困難性が高ま る 中、 月の途中か 

 ら 民間人材等が採用さ れる 事例も 生じ てき ている こ と を踏ま え、 採用日等 

 から 通勤手当を支給でき る よ う にする こ と と さ れた。  

 　 本市においても 、 月の途中から 採用さ れる 事例が生じ ており 、 通勤手当 

 の支給方法について柔軟なも のと し ていく 必要がある こ と から 、 国の動向 

 及び本市の実情を 踏ま え、 所要の措置を 講じ る 必要がある 。  

 　　　　ｃ　特別急行列車等に係る通勤手当 

 　 令和６ 年人事院勧告において、 新幹線を含む特別急行列車等に係る 通勤 

 手当の支給要件を 拡大し 、 育児・ 介護によ り 特別急行列車等を 利用する 職 

 員に対し ても 、 異動等によ り 特別急行列車等によ る 通勤を 行う 職員と 同様 

 に取り 扱う 必要がある と し て、 特別料金等に係る 通勤手当を支給する こ と  

 と さ れた。  
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 　 本市においては、 ラ イ フ ス タ イ ルが多様化する 中、 育児・ 介護によ り 特 

 別急行列車等を利用し て通勤する 職員の離職防止に一定の効果が期待さ れ 

 る こ と から 、 当該職員に対し 、 国の制度を踏ま え、 特別料金等に係る 通勤 

 手当を支給する 必要がある 。  

 　 こ の改定は、 令和８ 年４ 月１ 日から 実施する こ と が適当である 。  

 　　　(ｴ) 単身赴任手当 

 　 令和６ 年人事院勧告において、 民間人材等の採用促進など の取組が進む中 

 で、 採用志望者の年齢の幅が広がっている こ と など から 、 採用時から 単身赴 

 任手当の支給要件を 満たし た職員に対し て手当を支給する こ と と さ れた。  

 　 こ のこ と を踏ま え、 本市においては、 民間企業等での多様な経験や専門的 

 な知識経験を有する 人材を確保する べく 、 採用時から 単身赴任手当の支給要 

 件を満たす特定任期付職員及び一般任期付職員に対し ても 単身赴任手当を 支 

 給する 必要がある 。  

 　 こ の改定は、 令和８ 年４ 月１ 日から 実施する こ と が適当である 。  

 　　　(ｵ) 適切な月例給与水準の確保 

 　 本年の人事院勧告において、 人材獲得競争が激し く なる 中、 最低賃金の上 

 昇が続いている こ と を踏ま え、 採用市場での競争力を確保し ていく ため、 月 

 例給与水準が地域別最低賃金に相当する 額を下回る 場合に、 その差額を補填 

 する ための手当を令和８ 年４ 月から 措置する こ と と さ れた。  

 　 本市においても 、 北海道における 地域別最低賃金の上昇が続いている 中、  

 人材確保競争が激化し 、 職員の採用を 取り 巻く 環境が厳し さ を増し ている こ  

 と を踏ま え、 国の動向を 注視し ながら 、 適切な措置を講じ る 必要がある 。  

 　   ⑵　特別給 

 　 期末手当及び勤勉手当については、 市内民間事業所と の均衡を 図る ため、 年間 

 支給月数を 引き 上げる 必要がある 。 引上げ分は、 人事院勧告の内容を 踏ま え、 期 

 末手当及び勤勉手当に均等に配分する こ と と し 、 本年度については12月期の期末 

 手当及び勤勉手当の支給月数を引き 上げ、 令和８ 年度以降については期末手当及 

 び勤勉手当のそれぞれの支給月数が６ 月期及び12月期で均等になる よ う 定める 必 

 要がある 。  

 　 ま た、 特定任期付職員に適用さ れる 給料表の適用を受ける 職員の期末手当及び 

 勤勉手当については、 人事院勧告の内容に準じ て改定を 行う 必要がある 。  

 　 本年の期末手当及び勤勉手当の支給月数の改定については令和７ 年12月１ 日か 

 ら 実施し 、 令和８ 年度以降の期末手当及び勤勉手当の支給月数の改定については 

 令和８ 年４ 月１ 日から 実施する こ と が適当である 。  
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 ８　人事・給与制度及びその他の勤務条件 

 　 今後も 、 本市が様々な行政課題に対応し 、 適切な行政運営を 行っ ていく ために 

 は、 以下の項目で述べる 人事・ 給与制度及びその他の勤務条件に関わる 取組を進 

 め、 職員力・ 組織力を 向上さ せる 必要がある 。  

 　⑴　人材の確保 

 　  生産年齢人口の減少に伴う 人手不足に加え、 技術系職種を 含む全職種において 

 人材確保競争が激化し 、 職員の採用を 取り 巻く 環境は厳し さ を増すばかり であ 

 る 。 複雑・ 多様化する 市民ニーズに対応可能な行政運営体制を維持する ために 

 は、 有為かつ多様な人材を安定し て確保する こ と が不可欠である 。  

 　　ア　有為かつ多様な人材を確保する手法の導入・検討 

 　 全国的に公務員の採用試験受験者数が減少傾向にある 中、 国を始め、 多く の 

 地方公共団体でも 、 採用試験制度に関する 様々な見直し が行われている 。 本委 

 員会においても 、 有為かつ多様な人材を 確保する ために、 令和６ 年度から 、 若 

 年層の転職者をタ ーゲッ ト と し て、 10月採用枠の大学の部・ 一般事務（ 行政 

 コ ース ） においてＳ Ｐ Ｉ （ 総合適性検査） を 活用し た採用試験を導入し た。 さ  

 ら に、 令和７ 年度から は、 既卒者だけでなく 新卒者も Ｓ Ｐ Ｉ を 活用し た採用試 

 験を 受験でき る よ う 、 ４ 月採用枠においても Ｓ Ｐ Ｉ を 活用し た採用試験を導入 

 する と と も に、 対象試験区分も 一般事務（ 福祉コ ース ） や学校事務、 一般技術 

 にま で拡大し た。 今後も 、 採用試験の実施時期や方法について、 よ り 受験し や 

 すい採用試験制度を積極的に導入し ていく 必要がある 。  

 　 ま た、 複雑で多様化する 行政課題に的確に対応する ためには、 民間企業等で 

 の多様な経験や高度な専門性を 有する 人材を 活用する こ と も 有効である 。 任命 

 権者においては、 採用制度を含め、 有為な人材を 適時適切に確保でき る よ う な 

 手法を随時検討する こ と が求めら れる 。  

 　　イ　採用広報の拡充 

 　 本委員会及び任命権者は、 採用説明会やオンラ イ ンを含む個別相談会、 オー 

 プンカンパニー等のキャ リ ア形成支援に係る 取組のほか、 令和６ 年度から は、  

 公式イ ンス タ グラ ムを 開設する など 、 本市職員と し て働く こ と に魅力ややり が 

 いを 感じ ても ら う ために、 様々なチャ ンネルを用いて積極的な採用広報を展開 

 し てき た。 今後も 、 新卒者に限ら ず若年層の転職者など 多様な就職希望者に対 

 し て、 公務の魅力を伝える こ と が重要である 。 特に、 キャ リ ア形成支援に係る  

 取組は、 現下の就職活動において職業理解の促進や就職希望者の自己分析のた 

 めに重要な体験と なっ ており 、 就職希望者と 直接会っ て公務の魅力を知っても  
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 ら う 貴重な機会にも なっている こ と から 、 今後も 取組を強化する 必要がある 。  

 　   ⑵　人材の育成 

 　 行政課題が複雑・ 多様化し ている 中においても 、 質の高い行政サービス を提供 

 し 、 市民ニーズに柔軟かつ的確に対応する ためには、 有為かつ多様な人材を確保 

 する だけでなく 、 職員の育成も 欠かせない。 特に、 若年層職員の離職が増加し エ 

 ンゲージメ ント の向上が求めら れている 本市の現状において、 職員が仕事のやり  

 がいと 成長実感を得る こ と で、 組織に定着し 、 高いパフ ォ ーマンス を 発揮でき る  

 よ う 組織が支援し ていく こ と が重要である 。 「 札幌市人材マネジメ ント 方針」 を 

 踏ま え令和６ 年度に策定さ れた「 札幌市職員成長支援指針」 に沿って、 「 成長の 

 好循環」 を 実現し ていく ためには、 当該指針の理念を全ての職員が理解し 、 行動 

 でき る よ う 運用する こ と が肝要である 。  

 　 ま た、 係長職候補者試験の受験率は性別問わず低下傾向にあり 、 女性管理職割 

 合も 「 札幌市子育て・ 女性職員応援プラ ン」 で掲げている 目標値には達し ていな 

 い。 そのため、 本委員会及び任命権者それぞれの立場から 、 全ての職員につい 

 て、 職員個々人の多様性やラ イ フ ス タ イ ルの変化がある 中でも 、 昇任意欲が引き  

 出さ れる よ う な環境づく り を 進める と と も に、 昇任制度の在り 方を今後も 検討し  

 ていかなければなら ない。  

 　 一方、 職員の仕事に対する やり がいや意欲を 向上さ せる と と も に、 誰も が主体 

 的にキャ リ ア実現が可能な環境を 整備する ため、 令和６ 年度よ り ジョ ブチャ レ ン 

 ジ制度を開始し たと こ ろである が、 令和７ 年６ 月に職員部が実施し たアンケート  

 によ る と 、 当該制度の利用者の８ 割強が利用し てよ かっ たと 答える 等、 一定の効 

 果が見ら れた。 引き 続き 、 制度の意義や活用の利点を周知する 等し て、 職員一人 

 一人のキャ リ アの形成を 支援する 取組を強化する べき である 。  

 　 こ のほか、 地方公務員法の改正によ り 、 令和５ 年度以降、 地方公務員の定年が 

 段階的に引き 上げら れている 。 職員一人一人が公務で培ってき た知識や経験を 最 

 大限に活かし 、 それを次の世代にも 継承する ためには、 モチベーショ ンを 維持で 

 き る よ う な適材適所の人事配置が必要である 。  

 　⑶　ワーク・ライフ・バランスの実現 

 　　ア　長時間労働の是正 

 　 長時間労働の縮減は、 職員の心身の健康増進や業務能率の向上、 有為かつ多 

 様な人材の確保と いう 観点から も 重要な課題である 。  

 　 職員一人当たり の時間外勤務時間数や月100時間以上の長時間労働を行った 

 職員数は近年減少傾向にあり 、 長時間労働の是正に向けた取組は着実に進展し  
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 ている も のと 見ら れる 。  

 　 本委員会が労働基準監督機関と し ての職権を行使し て実施し た各事業場に対 

 する 定期調査においては、 会議時間や時間外勤務に係る ルールの設定等によ  

 り 、 時間外勤務時間の縮減に取り 組み、 着実に効果が出ている 事業場がある 一 

 方、 特に、 突発的な業務や新規事業を多く 抱える 事業場等では、 依然と し て長 

 時間労働を行っている 職場も 見受けら れた。  

 　 本市においては、 令和６ 年度から 、 本市の重要な政策や災害対応等のう ち緊 

 急を 要する も のである 特例業務については、 その適用判断を所属部長が行う こ  

 と と し 、 上限時間を超えた時間外勤務を 命じ た場合は、 要因の整理、 分析及び 

 検証によ る 改善案の検討を 求める こ と で、 各部が自律的・ 具体的に行動し 、 状 

 況の改善に努める よ う 取り 組んでいる 。 今後は、 当該取組の効果検証や長時間 

 労働を縮減する 新たな具体策の検討を進める と と も に、 時間外勤務実績の把 

 握、 ノ ー残業デーの推進、 業務量に応じ た適切な人員配置等について、 引き 続 

 き 徹底さ れたい。  

 　 ま た、 教職員については、 働き 方改革の一環と し て、 デジタ ル技術の活用、  

 各学校から 募集し た業務改善に資する 取組の周知等によ り 、 業務の効率化や負 

 担軽減等が積極的に推し 進めら れている 。  

 　 さ ら に、 令和６ 年度の教職員の時間外在校等時間数及び当該時間数が月45時 

 間を 超えた割合については、 令和５ 年度と 比べて減少し ている 。  

 　 任命権者においては、 引き 続き 国の動向を 注視し ながら 、 長時間労働の是正 

 や働き 方改革に取り 組ま れたい。  

 　 　   イ　多様で柔軟な働き方の推進 

 　 働き 方に関する 価値観やラ イ フ ス タ イ ルが時代と と も に変化し ている 中、 多 

 様で柔軟な働き 方を推進し ていく こ と は、 職員の能力発揮や公務能率の向上の 

 みなら ず、 有為かつ多様な人材の確保や組織への貢献意欲向上の観点から も 重 

 要である 。  

 　 先般、 国の法改正を 踏ま えて札幌市職員の育児休業等に関する 条例等が改正 

 さ れ、 令和７ 年度において、 時間外勤務免除及び子の看護等休暇取得の対象と  

 なる 職員の子の範囲の拡大、 部分休業の請求パタ ーンの追加、 子育てや介護を 

 行う 必要がある 職員に対する 制度周知と 意向確認の義務付けなど が、 順次進め 

 ら れている と こ ろである 。  

 　 ま た、 令和７ 年度から 、 勤務の終了から その次の勤務の開始ま での間に一定 

 時間を確保する こ と を 努力義務と する 「 勤務間イ ンタ ーバルの確保に係る 取 

 組」 が開始さ れている 。  
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 　 任命権者においては、 職員のワ ーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス の実現や、 職員の健 

 康維持及び福祉の向上のために、 職員が家庭生活と 仕事を 両立さ せる ための各 

 種支援制度の充実、 「 フ レ ッ ク ス タ イ ム制度」 に関する 調査研究など 、 引き 続 

 き 職員が働き やすい職場環境を 整備する 取組を推進する こ と が求めら れる 。  

 　⑷　心の健康づくり（メンタルヘルス対策） 

 　 職員が心身の健康を保つこ と は、 その能力を 十分に発揮する こ と につながり 、  

 公務能率の維持向上や活力ある 組織を 維持する 観点から も 重要である 。  

 　 本市では、 こ れま でも 役職段階別研修や採用年次別研修等にて、 定期的にメ ン 

 タ ルヘルス 対策の啓発に取り 組んでいる が、 休務・ 休職者のう ち、 メ ンタ ルヘル 

 ス の不調が起因する 者の割合は、 依然と し て高い状況が続いている こ と から 、 令 

 和６ 年度から は、 既存の研修内容をさ ら に踏み込んだ各職場向けの出前研修も 実 

 施し ている 。  

 　 メ ンタ ルヘルス 不調の職員への個々の対応は、 各職場が中心と なっ て行ってい 

 る が、 任命権者においても 、 各職場が適切に対応でき る よ う 、 引き 続き 実効性の 

 ある 取組を 行っ ていく こ と が求めら れる 。  

 　   ⑸　ハラスメントの防止 

 　 ハラ ス メ ント は、 個人の人格や尊厳を不当に傷つける 行為であり 、 精神的な苦 

 痛によ る メ ンタ ルヘルス の不調や円滑なコ ミ ュ ニケーショ ンの妨げによ る 職場環 

 境の悪化等、 公務能率を 低下さ せ、 個人はも ちろんのこ と 、 組織全体ひいては市 

 民にま で悪影響を与えかねない行為である 。  

 　 本市においては、 毎年度研修を 実施し 、 ハラ ス メ ント 問題に対する 職員の意識 

 を 高める と と も に、 相談窓口を複数設置する など 、 ハラ ス メ ント の発生防止や相 

 談体制の整備に努めている 。  

 　 任命権者においては、 引き 続き 研修の機会等を通じ てハラ ス メ ント 防止に努め 

 る と と も に、 各職場においても 、 日頃から 風通し のよ い職場づく り やハラ ス メ ン 

 ト を見逃さ ない職場風土の醸成が求めら れる 。  

 　 ま た、 近年は、 職場外から の著し い迷惑行為（ カス タ マーハラ ス メ ント ） や正 

 当な行為を ハラ ス メ ント である と 主張し 嫌がら せを 行う ハラ ス メ ント ハラ ス メ ン 

 ト 等、 その様態は多岐にわたり 、 ハラ ス メ ント 防止策の策定、 相談体制の強化や 

 対応等、 任命権者に求めら れる 役割は大き く なっている 。  

 　 令和６ 年度には、 他都市に先行し て「 札幌市職員カス タ マーハラ ス メ ント 対策 

 基本方針」 を打ち出し 、 カス タ マーハラ ス メ ント の定義、 判断基準及び対応を 定 

 めており 、 組織で一丸と なっ て対応し ていく 姿勢を 示し たこ と について評価す 
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 る 。 引き 続き 職員を 守る と と も に、 行政サービ ス を 適正に提供する ための取組を 

 継続する こ と が求めら れる 。  

 　   ⑹　服務規律の確保 

 　 本委員会では、 服務規律の確保について繰り 返し 言及し ている が、 職員によ る  

 不祥事は後を絶たず、 中には、 重大な事務懈怠や不適切な事務処理によ り 、 市民 

 に直接影響を与える 事案も 発生し ている 。  

 　 各職場においても 、 定期的な注意喚起や研修の実施等によ り 、 服務規律の確保 

 に取り 組んでいる が、 特に、 職場内での不祥事については、 業務の執行体制等の 

 環境要因が存在する こ と も 少なく ないこ と から 、 今一度、 管理監督者を中心に、  

 不祥事を起こ さ ない、 発生さ せないための職場環境づく り を 行っ ていく こ と が重 

 要である 。  

 　 ま た、 各職員においても 、 行動一つで、 市民から の信頼を 損なう 場合がある こ  

 と を自覚し 、 日頃から 高い倫理観と 法令遵守の意識を持って行動する こ と が求め 

 ら れる 。  

 　   ⑺　新たな人事給与制度 

 　 人事院は、 令和６ 年勧告において、 多様で有為な人材を確保する ため、 人事管 

 理上の重点課題に対応する べく 、 給与制度のアッ プデート と し て、 包括的な見直 

 し を行い、 時代の要請に即し た給与制度へと 転換を 図っ た。  

 　 本年は、 真の人材マネジメ ント 改革に取り 組むと し て、 兼業制度の見直し や無 

 給休暇の導入など 、 多様化する ラ イ フ ス タ イ ルや働き 方に応じ た勤務環境の整備 

 のほか、 採用プロ セス のアッ プデート と し て、 オンラ イ ン試験の導入や、 柔軟な 

 アルムナイ 採用のための能力実証方法や公募手続き の簡素化など 、 採用の仕組み 

 を 包括的に見直すこ と と し ている 。  

 　 さ ら に、 こ れから も 優秀な人材を確保・ 定着さ せていく ため、 職務・ 職責を よ  

 り 重視し た給与体系へと 転換を図る こ と と し 、 政策の企画立案や高度な調整等に 

 関わる 職員を対象に、 時々の職務・ 職責の変化に応じ た給与水準の調整や、 アウ  

 ト プッ ト で仕事を評価する こ と を 可能と する 制度など 、 新たな人事制度の構築に 

 向け、 給与、 勤務時間、 任用等を 一体的に検討し 、 令和８ 年に措置の骨格を、 令 

 和９ 年に具体的な措置を 報告する こ と と さ れている 。  

 　 本市においても 、 国の動向を注視する と と も に、 急速に変化し 続ける 社会情勢 

 に適応し 、 本市の実態を 踏ま えつつ、 時代に応じ た人事給与制度と なる よ う 絶え 

 ず検討を行っていく 。  
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 　   ⑻　教職員の処遇改善 

 　 国においては、 「 令和の日本型学校教育」 の実現に向けた教育環境整備の一環 

 と し て、 教職の魅力を向上し 、 教師に優れた人材を 確保する ため、 ふさ わし い処 

 遇の実現に向け、 教職調整額の引上げなど 、 教職の重要性と 職務や勤務の状況に 

 応じ た処遇改善を図る こ と と し 、 「 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等 

 に関する 特別措置法等の一部を改正する 法律（ 令和７ 年法律第68号） 」 が本年６  

 月に公布さ れたと こ ろである 。  

 　 こ のこ と に伴い、 本市においても 、 国の法改正等を踏ま え、 教職員の処遇改善 

 のため、 必要な検討及び規定整備を行う 必要がある 。  

 （おわりに） 

 　 食料品や原油など に代表さ れる 急激な物価上昇や不安定な国際情勢等が、 市民生活 

 に多大な影響を 及ぼし ている 。 市民がこ れから も 幸せに暮ら し ていく ため、 良質な市 

 民サービス を安定し て提供し ていく こ と は、 地方自治体にと っての責務である 。  

 　 市民サービス を担う のは札幌市であり 、 そし て市職員である 。 し かし ながら 、 生産 

 年齢人口の減少と 急激な少子化の進行は、 いずれこ れま でと 同様の規模で職員を採用 

 し 続ける こ と 自体が困難と なる こ と を 意味し ている 。 行政運営を 取り 巻く 環境は、 か 

 つてないほど に厳し い局面を 迎えつつある 。  

 　 こ う し た状況を乗り 越え、 急速に変化し 続ける 社会情勢に対応し ていく ためには、  

 効率的で生産性の高い行政運営体制を 構築する と と も に、 今こ そ、 全ての職員が最高 

 のパフ ォ ーマンス を 発揮でき る 組織へと 転換し ていかなければなら ない。 そのために 

 は、 札幌市にと って必要な人材像を明ら かにし た上で、 有為かつ多様な人材を し っ か 

 り と 確保でき る 採用戦略と 、 職員の理解が得ら れる 時代に応じ た人事給与制度等を 構 

 築し 、 こ れら を 有機的に結び付け、 職員の意欲向上と 成長の好循環を 実現でき る 組織 

 へと 変革し ていく こ と が必要である 。  

 　 札幌市を 持続可能なま ちと し ていく ためには、 一人一人の職員の力が不可欠であ 

 る 。 市議会及び市長にあっては、 激動の時代で奮闘する 職員の士気高揚のためにも 、  

 勧告制度の趣旨に理解を 示さ れ、 こ の勧告を速やかに実施さ れる こ と を期待する 。  
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